
2.正味財産増減計算書
2023年 4月 1日 から2024年 3月 31日 まで
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I 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益

基本財産受取利虐、

特定資産運用益

特定資産受取利癌、

雑収益

受取利追、

雑収益

経常収益計

(2)経 常費用

事業費

試験研究助成金

国際交流・国際会議等開催助成金

国際交流・海外渡航費用助成金

研究発表会等の開催助成金

シンポジウム・講演会等の開催費

給料手当

賞与引当金繰入額

退職給付費用

福利厚生費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

印刷製本費

光熱水道費

支払手数料

賃借料

諸訪す金

租税公課

事務機 リース料

委託費

会議費

有価証券運用損

雑費

管理費

給料手当

賞与引当金繰入額

退職給付費用

福利厚生費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

図書資料費

印刷製本費

光熱水道費

支払手数料

諸会費

賃借料

租税公課

事務機リース料

委託費

減価償却費

会議費

理事会費

評議員会費

有価証券運用損

雑費

経常費用計

評価損益等調整前当期経常増減額

特定資産評価損益等

評価損益等計

当期経常増減額

2 経常外増減の部    ・

(1)経 常外収益

経常外収益計

(2)経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

I 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

Ⅲ 正味財産期末残高



4.財産 目録
2024年 3月 31日 現在

金  額場所 。物量等 使用目的等貸借対照表科 目

21,264,984

6,406,422

3,724

61,421運転資金として

運転資金として

労働保険料概算払額の過払い分未収金

現金

預金

手元保管

普通預金

広島銀行本店

中国銀行広島支店

労働保険料支払超過分

(流動資産)

27,736,551流動資産合計

260,000

1,999,740,000

2,000,000,000

9,194,900

22,261,370

1,800,000

33,256,270

323,000

323,000

(共用財産)

うち公益目的保有財産      90%
うち管理運営に使用する財産   10%
(運用益)

うち公益目的事業の財源として使用90%

うち管理運営費の財源として使用 10%

職員に対する退職金の支払いに備えた預金

運用益を助成事業の財源 として使用

特定費用準備資金 (助成金に使用)

<特定資産計>

基本財産購入債券のオーハ―゙ハ
°―分

<その他固定資産計>

<基本財産計>

定期預金

投資有価証券

退職給付引当資産

研究助成基金

研究助成基金 (特費)

特定預金等

広島銀行本店

シルフリミテ ッドシリーズ

1039イ よか

定期預金 (広島銀行本店 )

定期預金 (広 島銀行本店)ほか

普通預金 (広島銀行本店 )

第52回住宅金融支援機構債

(固 定資産)

基本財産

特定資産

その他固定資産

2,033,579,270固定資産合計

2,061,315,821資産合計

9,700,000

52,292

9,752,292

187,682

187,682

533,800

533,800

助成事業に対する助成金の未払分

健康保険料、厚生年金保険料ほか

<未払金計 >
健康保険料、所得税 (職員)、 住民税ほか

<預 り金計 >

職員に対する賞与の支払いに備えたもの

<賞与引当金計 >

助成金に対す る未払額

健康保険料等財団負担分

職員からの預 り額

職員に対するもの

(流動負債 )

賞与引当金

預 り金

未払金

10,473,774流動負債合計

9,194,900職員に対するもの 職員に姑する退職金の支払いに備えたもの

(固 定負債)

退職給付引当金

9,194,900固定負債合計

19,668,674負債合計
2,041,647,147正味財産



財務諸表に対する注記・附属明細書

財務諸表に対する注記

1.重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

1.満期保有 目的の債券 ・・・償去,原価法 (定額法)に よつている。

2.そ の他の有価証券  ・・・期末日の市場価格等に基づく時価法によつている。

(2)固定資産の減価償却の方法

定額法によつている。

(3)引 当金の計上基準

・賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

・退職給付引当金

期末退職給与の要支給額 (100%)を 計上している。

(4)消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方式によつている。

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとお りである。

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとお りである。

3

当期末残高当期増加額 当期減少額科   目 前期末残高

260,000

1,999,740,000

０

　

０

０

　

０

260,000

1,999,740,000

2,000,000,0002,000,000,000 0 0

０

　

０

　

０

9,194,900

22,261,370

1,800,000

8,915,500

22,261,370

1,800,000

279,400

0

0

33.256.270279.400 032,976,870

2,0331256,270279,400 0

基本財産

定期預金

投資有価証券

小  計

特定資産

退職給付引当資産

研究助成基金

研究助成基金 (特費)

小  計

合  計 2,032,976,870

(う ち負債に対応する額 )
(う ち指定正味財産
からの充当額 )

(う ち一般正味財産
からの充当額 )

科   目 当期末残高

(260,000)

(1,999,740,000)

260,000

1,999,740,000

2,000,000,000 (2,000,000,000)

(22,261,370)

(1,800,000)

(9,194,900)9,194,900

22,261,370

1,800,000

(9,194,900)(24,061,370)38,256,270

(9,194,900)(2,000,000,000) (24,061,370)

基本財産

定期預金

投資有価証券

小 計

特定資産

退職給付引当資産

研究助成基金

研究助成基金 (特費)

小  計

合  計 2,033,256,270



帳簿価額 時価 評価損益種類及び銘柄

16,600,000

16,180,000

1,300,000

980,000

1,600,000

2,620,000

5,170,000

△  5,380,000

8,720,000

700,000

△  2,270,000

△  22,520,000

9,350,100

1,240,600

2,702,100

479,000

83,000

△  17,950,000

386,000

100,

200,

100,

100,

99,

99,

100,

100,

100,

100,

100,

100,

100,

100,

100,

100,

100,

100,

100,

000,000

000,000

000,000

000,000

870,000

870,000

000,000

000,000

000,000

000,000

000,000

000,000

000,000

000,000

000,000

000,000

000,000

000,000

000,000

116,

216,

101,

100,

101,

102,

105,

94,

108,

100,

97,

77,

109,

101,

102,

100,

100,

82,

100,

600,000

180,000

300,000

980,000

470,000

490,000

170,000

620,000

720,000

700,000

730,000

480,000

350,100

240,600

702,100

479,000

083,000

050,000

386,000

投資有価証券

シルフリミテ ッド シリーズ1039

シルフ リミテ ンド シリーズ1691

ノムラヨーロンパフアイナンスエヌブイNO,47157

ノムラヨーロッパファィナンスエヌブイNO.47797

第 1回 京都市債

第5回 横浜市債

ジーエスファイナンスコープ988

GSFCイ ンターナショナル リミテ ン ド9231

第52回住宅金融支援機構債券

みずほインター (」FEHDCLN)U2113

日産 自動車クレジットリンクV3771

ダイワ#27778ク レジッ トリンク債

ラボバンクネダーランド リバース・デュアル債

クレデ ィスイスロン ドン26003

モルガンスタンレーファイナンス38003

SGイ シュアークレジン トリンク債T6869

SGイ シュアークレジッ トリンク債T6870

モルがンスタンレーファイナンスLLC インテ
◆
ックス連動債 R6430

モルがンスタンレーファイナンスLLC 株価指数連動債 R8949

19,990,8001,999,740,000 2,019,730,800合  計

4.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとお りである。

5,金融商品の状況に関する事項は、次のとお りである。

(1)金融商品に対する取 り組み方針

当法人は、法人運営の財源の大部分を運用益によつて賄 うため、債券、投資信託、デ リバティブ

取引を組み込んだ複合金融商品により資産運用する。

当法人が利用するデ リバティブ取引は、デ リバティブを組み込んだ複合金融商品 (仕組債)のみ

であるもなお、投機 目的のデ ジバティブ取引は行わない方針である。

(2)金融商品の内容及びその リスク

投資有価証券は、債券、デ ジバティブ取引を組み込んだ債券 (仕組債)であり、発行体の信用

リスク、市場 リスク (為替の変動 ジスク、株価の変動 リスク及び市場価格の変動 リスク)に

さらされている。なお、投資有価証券には、満期到来までに資金化することが困難な債券 (仕組債 )

17億円が含まれている。

(3)金融商品のリスクに係 る管理体制

①資産運用規程に基づく取引

金融商品の取引は、当法人の資産運用規程に基づき行 う。

②信用リスクの管理

債券及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、理事会に報告

する。

③市場ジスクの管理

為替の変動及び株価の変動については、定期的に把握 し、理事会に報告すると


